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Sustainability
価値創造の基盤

Value Creation
成長ストーリー

Whatʼs JESG

日本エコシステムとは
サステナビリティマネジメント

当社グループは持続可能な社会の構築に向けて、環境、社会、ガバナンスに対してそれぞれ取り組みを進めて
います。当社グループの掲げる永続企業という考え方はSDGsとの関連性も高いと考え、特に関連性が高い項
目に関してはSDGs重点課題として特定し、取り組みを進めています。

社会から必要とされ続ける300年企業に向けて
永続的に存続できる体制の構築を進めています。

ESG取り組み方針

SDGs重点課題

　当社グループは、社会の課題を解決し、必要とされ続ける
300年企業を創造するというビジョンのもと、社会・環境とと
もに発展できる「エコシステム」を実現するため、事業活動を進
める中で企業の社会的責任としてのサステナビリティを推進し
ています。環境・社会・ガバナンスに対する取り組みについては、
以下のような方針のもと進めています。

E 環境  

　当社は、地球環境保全が国境を越えた課題であることを認識
し、事業活動を通じて環境負荷の低減への貢献、地域社会が抱
える環境課題の解決に積極的に取り組みます。

S 社会  

　当社は、くらしの安心・安全・安定をささえる【環境社会をリー
ドする】企業として様々なステークホルダーの課題解決に必要
となるソリューションを提供し、地域社会の持続的成長に寄与
します。

G ガバナンス  

　様々なステークホルダーと強固な相互関係を構築し、公正性・
透明性の高い、かつ実効的なガバナンス体制を追求するととも
に、コンプライアンス態勢のさらなる強化に取り組みます。

　当社グループではESG取り組み方針のもと、SDGsの達成に
向けて取り組むべき課題としてSDGs重点課題を特定していま
す。当社グループの事業内容に即し、「地球環境に配慮した排水
浄化処理の普及」「再エネの利用促進」「交通インフラ長寿命化
への貢献」など6つをSDGs重点課題とし、日々の事業活動の中
で課題に向けた取り組みを進めています。

地球環境に配慮した
排水浄化処理の普及

⚫ 原油スラッジ米国処理技術特許（2023年4月）
⚫原油スラッジインド処理技術特許（2023年8月）
⚫ 食品工場、材料系製造工場、畜産・水産関係向け

の排水浄化処理に貢献
⚫国内・海外国立大学との連携

⚫ 自家消費型の太陽光発電設備施工による地産地
消の拡大（➡P31参照）

⚫ 資格取得のための支援制度
⚫ 事業開発研究室で働く人の安全対策につながる

研究開発
⚫ JESグループでのエンジニアエコシステム形成に

よるシナジー効果（当社×（株）日新ブリッジエン
ジニアリングによる橋梁補修作業の実施など）

⚫ 育休が取得しやすいように人事部よりサポート
⚫ 職場環境の改善（➡P32参照）
⚫ 愛知県健康経営推進企業認定
⚫ 健康経営優良法人2 0 2 3（中小規模法人部門）認

定

⚫ 岐阜聖徳学園大学で学生向けに産学連携の寄付
講座を実施

⚫ 障がい者雇用（➡P31参照）
⚫ 地域社会のスポーツ振興に貢献
⚫ 国連グローバル・コンパクトへの参画

⚫ JESグループでのISO9001/14001統合マネ
ジメントシステム導入による環境保全活動

⚫ 一宮市公共施設アダプトプログラムに参加し、地
域の清掃・美化活動（➡P32参照）

⚫ 職域販売サービス導入による社会貢献活動（通販
サイト「ＣＬＯＳＥＤ Ｍａｒｔ」導入）

環境事業を祖業とする当社グループにとって、
地球環境への配慮は重要な課題となります。当
社の持つ排水浄化処理の技術などを用い、持続
可能な地球環境の構築に貢献します。

再生可能エネルギーの活用は当社のみならず世
界的な大きな課題となっています。石油などの
エネルギー価格の高騰も続いており、当社の手
掛ける太陽光発電設備の拡大により、再生可能
エネルギーの利用を促進します。

全国的に交通インフラの老朽化が進み、その補
修作業が急務となっています。当社グループの
持つ交通インフラ事業は高速道路などの補修や
点検等に強みを持つため、今後もグループ間の
連携を強め長寿命化に貢献します。

当社グループの持続的な成長のために、人材の
確保は欠かせません。従業員の健康やQ O Lの
向上は事業の競争力の強化に直結するため、従
業員の働きやすい環境の整備を常に行っていま
す。

当社グループは社会インフラサービスを担う
3 0 0年企業を目指しています。そのため、事業
以外の面においても地域社会への貢献は必要不
可欠であると考えており、地域社会に向けた様々
な活動を行っています。

持続可能な社会を構築する上で、事業活動だけ
でなく自社で行う活動についても環境への配慮
を心がけています。食品ロス、商品ロスの削減
に貢献するなど、環境を守る活動に力を入れて
います。

交通インフラ
長寿命化への貢献

社会への影響の配慮

再エネの利用促進

従業員のQOLの向上

環境への影響の配慮
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